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要  旨 

女性のキャリア形成を促進するための重要な要素として、異動やジョブ・ローテーシ

ョンによる長期にわたる能力開発や、幅広い経験・スキルの蓄積があげられる。昨今、

グローバル化が進む企業において、人材活用・育成の拠点を日本国内のみならず海外へ

と広げるケースが増えており、中には、積極的に女性社員を海外に赴任させ多様な職場

経験を積ませることで長期的な内部人材育成につなげようと考える企業もでてきている。 

 本稿では、女性のキャリア発達を促進すべく海外赴任を進める企業で働く女性社員に

対してインタビュー調査を行った。また、それまで所属していた企業での就業継続を断

念し、国外に新天地を求めた女性へのインタビュー調査もあわせて実施し、海外での就

労経験と女性のキャリア開発や能力発揮との関係性について考察を行った。 

 

キーワード：異動、ジョブ・ローテーション、海外赴任、キャリア開発、 

リーダーシップ 

JEL classification: M12, M14, M16 
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議論を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表す

るものであり、所属する組織及び（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 

 

 

 

                                                  
1本稿は、独立行政法人経済産業研究所におけるプロジェクト「ダイバーシティとワークライフバランスの

効果研究」の成果の一部である。本稿の作成にあたっては、プロジェクトのリーダーである樋口美雄氏（慶

應義塾大学）、山口一男氏（シカゴ大学）をはじめ、メンバーの皆様から貴重なコメントを頂いた。記し

て感謝申しあげたい。また本稿の一部は、文部科学省「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」（2012 年

度～2016 年度）に採択された「組織情報倫理学：営利および非営利組織における情報倫理問題への対応の

ための政策提言に関する研究」（研究代表者：村田潔明治大学教授）のサブプロジェクト「情報化する組

織とジェンダー」（主査：牛尾奈緒美）の一環として実施した調査研究に基づいている。村田氏をはじめ、

協力いただいた皆様に感謝申しあげたい。 
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はじめに 

 

多くの日本企業ではいまだに、女性の活躍推進が不十分な状況にある。その一方で現在、企業

のグローバル化がいよいよ本格的に進行している。 

企業のグローバル化にともない、海外への赴任とそこでのマネジメント経験が、社員の能力開

発やキャリア形成において重要性を増しつつある。 

そのなかにあって現在では、海外へ赴任し、そこで大いに活躍している女性が増えている。そ

の活躍が認められて、さらに登用されたりと、飛躍をとげるケースも出てきている。 

 その一方で、それまで所属していた企業での就業継続を断念し、国外に新天地を求める女性も

増えている。 

本稿では、女性の活躍推進において企業のグローバル化と海外での就業体験がいかなる影響を

及ぼしているかについて、企業および個人の事例研究を中心に、その実態の解明を試みたい。 

海外の赴任先、転職先といってもさまざまであるが、本稿ではシンガポールでの事例を取り上

げる。というのも、シンガポールは女性が活躍しやすい土壌があり、大きな成果に結びついてい

るからである。 

なお、取り上げている事例のほとんどは、2013 年 3 月に独自に行ったインタビュー調査から

得たものであり、本文に挿入している会話文やエピソードのうち、引用や参考文献の断り書きが

ない箇所は、以上の調査にもとづくものである。また、特に断り書きがない限り、所属・肩書や

数値は調査時点のものである。 

 

 

 

１．グローバル企業が取り組む女性のキャリア開発 

 

従来、ジョブ・ローテーションは、内部人材の能力開発やキャリア形成を行う上で重視されて

きた。それは現在に至っても大きくは変わっていない。 

本章ではまず、そのなかにあって、ジョブ・ローテーションが女性のキャリア開発を行う上で、

どのように機能しているのか、次に、それがグローバル化にともない、どのように変化している

のか、さらに、企業のグローバル化の進展度に応じた人事制度全般の状況について検討していく。 

 

１－１．キャリア開発におけるジョブ・ローテーションの重要性 

 

 従来、ジョブ・ローテーションは日本的経営の特徴のひとつであった。さまざまな職務経験を

積ませることが、社員の能力開発、キャリア形成上、重視されていたからである。その傾向は、

現在に至っても同様である。 
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産労総合研究所が 2007 年に実施した「ホワイトカラーのキャリア開発支援に関する調査」に

おいて2、「キャリア開発支援制度の実施状況」について尋ねたところ（複数回答）、「育成に配慮

した系統的なジョブ・ローテーション」と回答した企業が 25.0％であった（図１－１参照）。こ

の数値は企業規模が大きくなるほど高くなっている。1,000 人以上の企業では 32.9％であった。 

 

 

図１－１ キャリア開発支援制度の実施状況 

（出所）産労総合研究所「ホワイトカラーのキャリア開発支援に関する調査」2007 年 

 

リクルートワークス研究所が 2010 年に実施した「ワーキングパーソン調査 2010」によれば3、

「職場に定期的な人事異動がある」者は、正社員・正職員の 44.9％を占めている。また、「現在

の勤務先で異動を経験したことがある」者は、正社員・正職員の半数弱である。 

 同調査によれば、課長に昇進するまでの平均年数は 15.2 年、異動回数は平均 3.3 回となって

いる。また、部長に昇進するまでの平均年数は 20.7 年、課長から部長に昇進するまでの異動回

                                                  
2本調査は、産労総合研究所が自社会員企業から任意に抽出した約 2,800 社を対象に、2007 年 7 月上旬か

ら中旬にかけて郵送によるアンケート調査方式で実施し、回答のあった 191 社について集計したものであ

る。 
3本調査は、リクルートワークス研究所が、首都圏 50km（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）で、正規

社員・正規職員、契約社員・嘱託、派遣、パート・アルバイト、業務委託として 2010 年 8 月最終週に 1
日でも就業している 18～59 歳の男女を対象に、2010 年 9 月 16 日～9 月 27 日にかけてインターネット調

査方式で実施し、回答のあったサンプル数 9,931 人（男性：5,753 人、女性：4,178 人）について集計し

たものである。 
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数は平均 2.3 回となっている。昇進と異動の回数には関係性があることが推察される。 

また守島〔2011〕は、近年の経営変化にともない、「戦略的ローテーション」の重要性を唱

えている（図１－２参照）。これは、①若手社員の早期立ち上げを目指す、バリューチェーン経

験、②経営幹部候補開発を目指す、部門・カンパニーを超えた異動、③ミドルの変革と活性化を

目指す、異質な仕事への異動、からなるとしている。このことからも、異動は現在においても、

能力開発、キャリア形成にとって重要な施策のひとつとなっていることがうかがえる。 

 

 
図１－２ ジョブ・ローテーションから戦略的ローテーションへ 

（出所）守島 2011, p.12 

 

１－２．異動とキャリア形成のあり方における男女の違い 

 

前出の「ワーキングパーソン調査 2010」では、「職場に定期的な人事異動がある」者は、正社

員・正職員の 44.9％を占めると紹介した。ただこれを男女別で見ると、男性では 47.6％である

のに対し、女性では 37.8％にとどまっている。 

また、同調査によれば、「現在の勤務先で異動を経験したことがある」者は、正社員・正職員

の半数弱であると紹介した。ただこれを男女別に見ると、男性では約２人に１人であるのに対し、

女性では約３人に１人にとどまっている。 

 さらに、同調査によれば、一番最近の異動の内容として、「役職昇進をともなう異動であった」

者は異動経験者の２割弱であるが、これを男女別に見ると、男性では２割を上回るのに対し、女

性では１割強にとどまっている。また、「異動後の仕事は、高い目標を要求される仕事であった」

とする割合は６割強を占めているが、これを男女別に見ると、男性では 63.7％であるのに対し、

女性では 53.5％にとどまっている。 

 以上のことから、女性は男性に比べ、異動が少なく、あったとしても、役職昇進や能力発揮を
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ともなわないケースが多いといえる。女性の管理職がいまだに少ないのは、これらのこととも関

連していよう。 

 女性総合職の異動パターン、キャリア形成に関して、大内〔2012b〕は、1985 年の男女雇用

機会均等法成立以降に男性と同等の立場で入社した「均等法世代の女性」と、その 10 年後に入

社した「第二世代の女性」とでは、異なっているとしている。 

 大内〔2012b, p.114〕によれば、均等法世代における初期キャリアでの配置転換は以下の６つ

のパターンに分類される。①数年毎の配置転換後にある分野に絞り込むことで本人の「強み」を

作る、「強み形成型」、②入社早々から専門（人事、営業等）のキャリアを形成することを目指す、

「専門早期形成型」、③入社時に専門職（技術職、SE 職等）として職務を特定している、「専門

職型」、④本人の異動希望（留学を含む）が叶い、その領域で強みを作る可能性がある、「希望実

現型」、⑤業務内容の変更に伴う異動をほとんどせずに一定の部署に留まる「固定型」、⑥本人の

キャリア形成を無視して、組織の都合で異動を要請される、「組織都合型」である。 

①から④においては、男性と同様の均等処遇である。ジョブ・ローテーションや配置転換を通

じた豊富な「職務経験」が有機的に「連鎖」することにより、高度な技能が身につけられている

〔大内 2012b, p.114〕。 

しかし「均等法世代の女性」における配置転換には、⑤と⑥のパターンも存在していた。なお

この⑥には、海外駐在・研修を女性であることを理由に許可しない、あるいは女性間だけで異動

が行われる、「女性差別型」も含まれている。⑤と⑥は、男女別に雇用管理されている実態を示

すものであり、女性総合職の早期退職につながっていた〔大内 2012b, p.114〕。 

 それが「第二世代の女性」となると、「固定型」や「女性差別型」の異動は見られなくなる。

ただし、「均等法世代の女性」に比べて、男女均等の雇用管理がなされるようになったとまでは

いえないという〔大内 2012b, p.116〕。このことは、先に紹介した調査結果からもうかがえよう。 

とはいえ、時代を追って、女性に対して配置転換を差別的に行う傾向は減じていることは確か

である。日本生産性本部が 2012 年に実施した第４回「コア人材としての女性社員育成に関する

調査」によれば4、女性の活躍推進において効果のあった取り組みとして、「育成を念頭にいれた

計画的な配置･転換」（56.9％、職域拡大・育成関連で１位）、「女性社員への教育･研修参加機会

の拡大」（56.2％、職域拡大・育成関連で２位）があげられている。 

 また、同調査の別の項目で、女性社員の意識を高めるために行っていることとして、「仕事の

幅を広げるような異動や転勤等の機会を与えている」（55.4％）、「チャレンジャブルな仕事の機

会を与えている」（52.4％）、「仕事やキャリアについて、サポートしている」（47.6％）があげら

れている（図１－３参照）。 

 今や、より多くの企業が、女性に対して異動やジョブ・ローテーションを積極的に実施し、効

果をあげつつある。異動やジョブ・ローテーションは、男性ばかりでなく、女性の能力開発、キ

                                                  
4本調査は、日本生産性本部が上場･非上場企業 2,300 社（人事担当責任者またはダイバーシティ推進責任

者）を対象に、2012 年 8～10 月にかけて実施し（アンケート調査票郵送、郵送回収）、回収数 253 社 
（11.0％）の回答をもとに集計したものである。 
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ャリア形成にとっても有効なのである。 

 

 

図１－３ 女性社員の意識を高めるために行っていること（上位３つを回答） 

（出所）日本生産性本部第４回「コア人材としての女性社員育成に関する調査」 

結果概要、2013 年 

 

１－３．グローバル化とジョブ・ローテーション 

 

 企業は、グローバル化のもとで、人材育成のためにどのような施策を講じているのだろうか。 

そのなかで、異動やジョブ・ローテーションはどのように行われているのだろうか。 

NTT ラーニングシステムズ「企業における人材育成の実態調査 2012」によれば5、グローバ

ル人材育成のために実施している施策（対象：海外売上比率が０%より大きい企業）として、最

も多かったのが「海外での OJT・駐在」の 66.7％である（図１－４参照）。グローバル化にと

もない、異動やジョブ・ローテーションもそれに対応していることがうかがえる。 

 

                                                  
5本調査は、NTT ラーニングシステムズが国内株式公開及び未公開企業（回答者：人事育成責任者）5,000
社（送付数）を対象に、2012 年 9 月～10 月にかけて郵送調査法（アンケート用紙による直接返信方式）

で実施し、回答のあった 343 社について集計したものである。 
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図１－４ グローバル人材育成のために実施している施策 

（出所）NTTラーニングシステムズ「企業における人材育成の実態調査2012」 

 

また、経済広報センター「グローバル人材育成に関する意識調査」（2013 年）によれば6、日

本企業の人事戦略（全体・男女別）として、「新入社員を短期・長期の海外研修に派遣する」が

38％、「海外赴任を前提とした日本人の採用・育成を拡充する」が 37％となっている（図１－５

参照）。ここからも、グローバル化にともない、異動やジョブ・ローテーションもそれに対応し

ていることがうかがえる。 

同調査では、男女別の数値も算出しているが、「新入社員を短期・長期の海外研修に派遣する」

では、男性が 38％であるのに対し、女性が 39％、「海外赴任を前提とした日本人の採用・育成

を拡充する」では、男性 38％であるのに対し、女性が 30％となっている。後者では８ポイント

ほどの差があるものの、グローバル化のもとでキャリア開発を図るためには、女性であっても海

外赴任は重要となっていることがうかがえる。 

 

                                                  
6本調査は、経済広報センターが 3,127 人を対象に、2013 年 7 月 25 日～8 月 5 日にかけてインターネット

による回答選択方式および自由記述方式で実施し、回答のあった 1,891 人について集計したものである。 
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図１－５ 日本企業の人事戦略（全体・男女別） 

（出所）経済広報センター「グローバル人材育成に関する意識調査」2013年 

 

１－４．企業のグローバル化とローカル社員の育成の重要性 

 

 企業のグローバル化といっても、その進展度により、施策や課題なども異なっている。経済産

業省「企業の人材マネジメントの国際化に関する調査」（2011 年）では、こうした視点に立脚し、

企業のグローバル化を、①「海外拠点を日本人が主導」（海外に生産・販売等の拠点を構築し、

日本人幹部等が主導する経営・運営を行っている）、②「海外拠点の現地化」（経営者・幹部等

に現地の人材を登用する等を行っている）、③「グローバルに最適化」（グローバルな視点から

最適な製品開発、製造・販売活動、人材獲得、資源配分等を行っている）に分類し、その上で、

Ⓐ「人材の選抜・配置、評価・処遇」、Ⓑ「人材採用、人材育成」、Ⓒ「業務プロセス」について、

それぞれ分析、比較を行っている。 
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 Ⓐ「人材の選抜・配置、評価・処遇」には、「人事部門の戦略的位置付け」、「グローバルリー

ダーの選抜・配置」、「公正な評価・報酬システム」、「職務とキャリアパスの明確化」、「グローバ

ルな人材配置」、「海外職務ポリシーの明確化」、「ダイバーシティ・マネジメント」といった７指

標を、Ⓑ「人材採用、人材育成」には、「海外でのキャリア採用」、「海外での新卒採用」、「日本

国内での外国人採用」、「国内採用人材の育成」、「海外採用人材の育成」といった５指標を、Ⓒ「業

務プロセス」には、「企業理念の浸透」、「多様な文化・制度の尊重」、「コミュニケーション環境

の整備」、「社員との対話」、「技術・ノウハウの共有」、「知名度・イメージ向上」といった６指標

を設けている。 

 分析、比較の結果、計 18 指標中、14 指標で、全体的に有意な差があるとの判定となってい

る。③「グローバルに最適化」はすべての指標で偏差値が最も高く、②「海外拠点の現地化」の

偏差値は概ね①「海外拠点を日本人が主導」を上回っている（図１－６参照）。 

 

 
図１－６ 企業のグローバル化タイプ別対応状況 

（出所）経済産業省「企業の人材マネジメントの国際化に関する調査」2011 年 

 

ここからも、企業のグローバル化は、①「海外拠点を日本人が主導」、②「海外拠点の現地化」、

③「グローバルに最適化」の順に進展度が高まり、また、③が最終段階であり、目指すべき理想

型であることがうかがえる。 

 ③「グローバルに最適化」となると、なかでも、Ⓑ「人材採用、人材育成」において、「海外

での新卒採用」、「海外採用人材の育成」の指標が、非常に高い値となっているのが特徴的である。 

また、日本在外企業協会が 2012 年に実施した「海外現地法人の経営のグローバル化に関する

アンケート調査」によれば7、「グローバル経営を進展させるための本社から見た主要な経営課題

（３つまでの複数回答）」は、「現地人社員の育成」が 76％、「グローバルな人事・処遇制度の確

立」が 64％、「本社と現地法人とのコミュニケーション」が 48％、「日本人派遣者の育成」が

39％、「権限移譲による現地法人の主体的経営」が 22％となっている。 

ここでも、「現地人社員の育成」が 76％とトップであるのが注目に値しよう。日本企業におい

                                                  
7本調査は、日本在外企業協会が、2012年5月31日～6月22日において、同協会会員企業のうち、団体、

研究機関等の賛助会員を除く 240 社（2012 年 5 月現在）を対象に実施し、回収数 123 社（51.3％）の回

答をもとに集計したものである。 
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てもそれだけ、グローバル化が進展しているということなのだろう。企業がグローバル化を図る

ためには、本国の社員をグローバル人材へと育成するだけでなく、ローカル社員を育成すること

も重要なのである。 

 

 

 

２．女性自身によるグローバル・キャリア発達 

 

前章では、日本企業における従業員のキャリア形成に対する方針・施策とグローバル人材の育

成方針について男女別で検討してきた。これにより、男女平等とはいかないものの、女性を中核

的人材と位置づけ、グローバルに活躍する機会を提供する企業が少なからず存在することが分か

った。 

 そこで本章では、グローバル人材に求められる資質とは何なのか明らかにしたうえ、女性がグ

ローバルに、ひいてはリーダーとして活躍する際にそうした資質や優位性をもちうるのか、既存

研究をもとに検討を行っていく。 

 

 

２－１．グローバルに活躍する人材の要件 

 

 グローバル化にともない、グローバル人材の必要性が高まっているが、そもそもグローバル人

材とは何なのだろうか。西村〔2013, p.97〕は、「日本以外の国では人材＝グローバル人材であ

り、敢えてこの言葉を使うのは日本のグローバル化が遅れている証左であろう」と前置きしたう

えで8、「グローバル人材とはグローバル経済社会で通用し、更にはリーダーシップが発揮できる

人材をいう」としている。 

 2012 年にグローバル人材育成推進会議が発表した「グローバル人材育成戦略（グローバル人

材育成推進会議 審議まとめ）」によれば、グローバル人材に求められる要素として、語学力・コ

ミュニケーション能力、主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感、

異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティをあげている。この他にも、グローバル

人材に限らず、これからの社会の中核を支える人材に共通して求められる資質として、幅広い教

養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと（異質な者の集団をまとめる）リーダー

シップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー等をあげている。 

また、経済産業省「グローバル経済に対応した企業人材の育成に関する調査」（2011 年）によ

れば、若手社員のグローバル人材における必要要件として、語学力に加え、外国人との商談を行

い、外国人とチームで働くことのできる業務遂行能力をあげている（図２－１参照）。 

                                                  
8経済産業省「グローバル人材に関する調査」（2011 年）によれば、現在海外展開する企業のうち約８割が、

日本人の若手グローバル人材が不足していると感じているという。 
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それが中堅社員以上となると、どうなるのだろうか。同調査によれば、中堅社員以上における

必要要件として、語学力、業務遂行能力に加え、海外拠点でのマネジメント能力（「海外拠点の

管理職として外国人の部下を管理・育成する」および「複数の海外拠点を管理し日本本社と連携

しビジネス拡大」）、ビジネス開発力（「海外で現地拠点をゼロから立ち上げビジネスをスター

ト」）も重視されている（図２－１参照）。 

 

 

図２－１ 若手社員・中堅社員以上のグローバル人材の不足要件 

（出所）経済産業省「グローバル経済に対応した企業人材の育成に関する調査 最終報告書」 

 

また、白木〔2011〕は、在アジア日系企業で働くホワイトカラーを対象に、彼らが自分の直

属上司（現地人上司と日本人上司）に対し、業務遂行能力、問題解決能力、リーダーシップ、部

下育成能力、信頼構築能力、異文化リテラシー、対人関係構築能力など 62 項目にわたり、どの

ような評価をしているのかについてアンケートを実施している。 

その「調査結果によると、とりわけミドル・マネジメントとして派遣されている日本人派遣者

は同レベルの現地人上司と比べて、業務遂行能力、リーダーシップ能力、部下育成能力などにお

いて劣ると指摘されていた。ASEAN ではとりわけ厳しく、トップ・マネジメント層までが厳し

い評価となっていた」〔白木 2011, p.120〕。 

それだけ、ローカル社員が成長しているということでもあろうが、だからといって、日本人派

遣者が同レベルの現地人上司より劣っていることについては看過できない。ローカル社員から現

地人上司以上の評価が得られなければ、海外でリーダーとして活躍することはできないだろう。
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そのためにも、業務遂行能力、リーダーシップ能力、部下育成能力などを向上させることが不可

欠であると考えられる。 

ちなみに白木〔2013, p.119〕によれば、グローバル人材が実務を通じて成果を出すには、「各

種の専門的知識やコミュニケーションツール等の保有・獲得が必要であるが、それの基底にはそ

れをグローバルな場で実現に導く重要な思考態度が存在する」。そしてそれは、「グローバルな観

点から知的、認知的特性を持ち、柔軟に考えられる、いわゆる『グローバル・マインドセット』

の獲得にある」としている9。 

 

２－２．グローバルに活躍する女性にみる優位性 

 

 グローバルに活躍する人材には、以上のようなさまざまな要件が求められているが、女性はこ

れらの要件を持ち合わせているのだろうか。 

ひと括りに女性の特徴を定義するのは、ステレオタイプに陥る危険性があり、また、ダイバー

シティにも反するが、大まかな傾向として把握しておくことは、女性の人材としての価値や有能

さを認識する上でも、ある程度必要なことだと考える。 

ここでは、先に見た経済産業省「グローバル経済に対応した企業人材の育成に関する調査」

（2011 年）の分類にしたがって、検討していく。 

 まず、語学力、コミュニケーション力など一般業務スキルに関しては、アメリカのジャーナリ

ストで、2012 年に The End of Men（男の終わり）を出版し、脚光を浴びている Rosin は、「社

会的知能、開放型コミュニケーション、じっと座って集中する能力といった資質は、むしろ女性

のほうに多く見受けられます」10と述べている。 

 業務遂行能力についてはどうだろうか。ここでは主に外国人とチームで働くことを意味してい

るが、Ibarra と Obodaru〔2009〕によれば、チーム・ビルディング（team building）は女性

リーダーの方が男性・女性の双方から評価が高いという。また、Rosette と Tost〔2010〕によ

れば、女性のトップ・リーダーは、男性のトップ・リーダーよりも、調整や仲介に長けており、

また、組織の共同性を重んじることで、成功しているという。 

一方、外国人部下の管理・育成といったマネジメント能力についてはどうだろうか。Ibarra

と Obodaru〔2009〕によれば、女性リーダーの方が、元気づけ（energizing）、報酬・フィード

バック（rewarding and feedback）の与え方が部下の性別を問わず評価が高いという結果が示

されていた。 

また、ＪＴＢモチベーションズが 2009 年に実施した「上司の性別が部下のモチベーションな

どに及ぼす影響の調査」によれば11、女性上司がいる男女の方が、男性上司のいる男女よりも、

                                                  
9白木〔2013, p.128〕は別の箇所で、Beechler と Javidan〔2007〕による定義をもとに、「グローバルに

広く物事を相対化できる視点と高い知的・認識能力とを保有することこそがグローバル・マインドセット

である」と述べている。 
10「米中流層、『女家長制』に ハンナ・ロージン氏」『日本経済新聞電子版』2013 年 5 月 11 日。 
11本調査は、全国に居住する 20 歳以上の会社員（経営者･役員を除く）の男女 620 人（男性上司がいる男
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「今の上司の下にいると、やる気になる」（38.4％）という。ちなみに同調査では、今の直属の

上司に対する評価を行っているが、表２－１に示してあるように、14 の項目のうち 11 の項目で、

女性上司に対する評価が、男性上司に対する評価を上回っている（「あてはまる」または「やや

あてはまる」の回答が有意に多い、あるいは「あてはまらない」「あまりあてはまらない」の回

答が有意に少ない）。 

 

表２－１ 上司に対する評価について（上司の性別×本人の性別） 

 
（出所）「上司の性別が部下のモチベーションなどに及ぼす影響の調査」 

ＪＴＢモチベーションズ、2009 年 

 

マネジメント能力のなかの、海外拠点の管理・日本本社との連携に関してはどうだろうか。

Ibarra と Obodaru〔2009〕によれば、デザイン・連携（designing and aligning）は女性リー

ダーの方が男性・女性の双方から評価が高いという。 

最後の、ビジネス開発力についてはどうだろうか。これは、海外で現地拠点を立ち上げ、ビジ

ネスをスタートさせることを意味しているが、その際に不可欠となる、外部志向（outside 

orientation）、粘り強さ（tenacity）は、女性リーダーの方が男性・女性の双方から評価が高い

と、Ibarra と Obodaru〔2009〕は述べている。 

 

 

 

 

                                                                                                                                                  
性、同女性、男性上司がいる男性、同女性、各 155 人ずつ）を対象に、2009 年 5 月 12 日～13 日に、マク

ロミルが Web モニターによるアンケート調査方法で実施し、その回答をもとに集計したものである。 
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３．グローバル企業が取り組む女性のキャリア開発事例 

 

 本章では、海外で事業を展開する日本企業における女性のキャリア開発について考えていく。

具体的には、シンガポールに女性を赴任させている企業の事例を研究対象とした。女性をシンガ

ポールに派遣する企業側の意図は何なのか。他方、女性たちはどのような意識で転勤を決意し、

そこでの働き方や就業経験はいかなるもので、今後のキャリア形成にどのような影響を及ぼしう

るのだろうか。 

 また、第１章で、経営のグローバル化にあたっては、ローカル社員の育成・登用が重視されて

いることが確認されたが、こうした要件に関して、女性社員がどのような役割を果たしているの

かについても、事例を通じて検証を行っていくこととする。 

なお、取り上げているそれぞれの事例は、先駆的なグローバル企業において、シンガポールに

派遣され活躍している女性についてのもの、および、ローカル社員の育成・登用についての先進

的な取り組みである。 

 

３－１．海外就業に適した環境 

 

（１）海外拠点選定の戦略性 

企業のグローバル化にともない、海外赴任が、能力開発、キャリア形成において重要性を増し

つつある。そのなかにあっては、女性も例外ではない。 

例えば、アクセンチュアでは近年、女性の幹部や管理職が急増しているが、その一因は、海外

へ赴任し、そこでの活躍が認められていることにある。それに感化されてか、海外赴任を希望す

る若手女性も増えているという。 

海外といってもさまざまであるが、近年最もホットな地域のひとつが、シンガポールなのだと

いう。シンガポールは今や、成長著しいアセアン、アジアの拠点となっているので、日本のみな

らず、世界中の Accenture から有能な人材が集結し、新しい仕事にチャレンジするようになっ

ているという。 

 アクセンチュアにかぎらず、世界中のグローバル企業、そして、日本企業の多くも、シンガポ

ールを、アセアン、アジアの拠点とするようになっている。金融、物流のみならず、さまざまな

業種の企業が進出している。 

その国の文化が与える影響は根強く、同じ企業、同じ人間であっても、変化をもたらす。国際

的な企業にあっては、それを念頭に置き、戦略的に進出先を決めているという 〔Haxhi & van 

Ees 2010〕。このことは、シンガポールに進出している多くの日本企業にも、ある程度当てはま

るのだろう。 

 シンガポールは小さい国であるが、自由市場として確固たる地位を築いる。インフラも整備さ

れており、概して労働者の能力も高く、また、ダイバーシティも進んでいる。もともと多民族国

家であり、国土も狭く人口も少ないことから、政府は、海外からの資本受け入れ政策、移民受け
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入れ政策、民族間の融和政策、そのための法整備、インフラ投資、そして、優秀な人材を輩出す

るための教育政策などに力を注いできたが、これらが成果にむすびついているともいえるだろう。 

女性も大いに活躍している。役職別管理職に占める女性割合は 34.3％と、アジアではトップ

レベルにあり、欧米諸国と肩を並べるほどの数値になっている12。 

 このように、シンガポールは、経済的に、アセアン、アジアの拠点となっており、また、イン

フラ、文化、ダイバーシティ、安全などの面で、女性が活躍しやすい土壌があるといえよう。実

際、日本の女性だからといって、受け入れられないということはほとんどないという。同じアジ

アということもあり、日本と大きく変わらない生活が送れ、距離的にも日本からそう遠くない。

したがって、女性の、特にはじめての赴任先として最適な地となっているのである。女性自身か

らも赴任先として人気があるという。 

 

（２）シンガポールにおける女性の就労環境 

そうした環境はどのように構成されているのか、また、そこで、日本の女性たちはどのように

活躍しているのか、日本との差はどこにあるのか。 

シンガポールは小さな国であるが故の特殊性を有しているが、だからこそ、学ぶべきところが

あるともいえる。その環境はどのように構成されているのか、またそのもとで、個々の取り組み

はどのように実施されているのかについて、体系的に分析することができれば、日本への応用の

道筋が立てられるはずである。本稿では、その道筋のいくつかを示してある。 

シンガポールは、一人当たりの GDP では日本を上回っている。その一因として、女性の活躍

が非常に進んでいることがあげられる。 

 シンガポールでは、出産後も働きたいと望んでいる女性が約８割にのぼるという。実際、出産

後に働いている女性が７割を超えているというデータもある。しかも、出産後、３、４カ月で職

場に復帰するというのが大半のようである。 

それは必ずしも、家計の理由からではない。シンガポールの女性の多くは、働くことがむしろ

当然と考えている。キャリアアップを望む女性も少なくない。現在、出生率が下がっているのは、

このためでもあるといわれている。たとえ、３、４カ月のブランクでも、出産によりキャリアが

中断してしまうので、躊躇するということなのだろう。 

 ところで、シンガポールの女性はなぜ、出産後、３、４カ月で職場に復帰することができてい

るのだろうか。また、子供を持ちながら、働きつづけることができているのだろうか。 

それはまず、祖父母が子供の面倒を見ていることにある。シンガポールは、国土が非常に狭く、

皆、すぐに行き来できる距離に住んでいる。したがって、別居していても、祖父母が子供の面倒

を見られる距離にいるというわけである。もちろん、地理的要因だけでなく、文化、慣習として、

家族の絆が強いということもある。 

                                                  
12この数値は、『男女共同参画白書 平成 25 年版』（内閣府）からの引用による。ちなみに、管理的職業従

事者に占める女性割合は、アメリカで43.0％、フランスで38.7％であるのに対し、日本では11.1％にとど

まっている。 
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 ただし、誰もが祖父母に頼れるわけではない。何らかの事情で頼れないこともあるだろうし、

頼りたくないということもあるだろう。その場合でも、シンガポールでは、託児所が非常に充実

しているので、そこに子供を預けて、働くことができる。 

 また、ある程度経済的に余裕のある家庭では一般的に、メイドを雇っている。メイドの多くは、

フィリピン、インドネシアから出稼ぎに来ている女性である。住み込みでも、日本円にして月に

およそ３万円から５万円と非常に安価なため、それほど裕福でなくても雇うことができる。した

がって、女性は、家庭を持っていても、育児だけでなく、家事のすべてをメイドに任せて、思う

存分、働くことができるのである。 

 もっとも、メイドの労働環境は過酷なようである。低賃金な上、家事に育児にと休む暇もなく

働き、また、いつ解雇されるかもわからない。住み込みの場合は、メイド部屋があるものの、隔

離された場所にあり、身体を伸ばして眠れないほど、非常に狭く、クーラーさえも設置されてい

ないのがほとんどだという。これが日本なら人権問題になるだろうが、シンガポールではほとん

ど問題化されていない。 

 

３－２．ジョブ・ローテーションを通じてのキャリア開発 

 

（１）石塚素子氏の初期キャリア形成 

～総合職への職掌転換と食糧部門での職務充実（ジョブ・エンリッチメント）13 

丸紅から14、シンガポールに拠点を置く、マルベニ・グレイン・アンド・オイルシーズ・トレ

ーディング（Marubeni Grain & Oilseeds Trading Asia）へ出向し、経理・総務のゼネラル・マ

ネージャーを務めている、石塚素子氏は、一般職から総合職へと転換し、現在に至っている。 

石塚氏は、1995 年に丸紅に一般職で入社し、最初の１年間、組合関連の仕事に携わった後、

食糧部門に異動し、以来、大豆、麦、トウモロコシなどといった穀物取引関連の仕事に従事して

きた。 

石塚氏は、英語が好きで、大学時代、短期留学をした経験もあったことから、得意の英語を使

える部門への配属を希望し、それが叶って、食糧部門へ異動している。食糧部門では、輸入や三

国間取引に携わっており、対外的にはメールなどで英語を使って仕事ができていたので、楽しか

ったという。 

また、経験が増すごとに、決算のとりまとめ、為替に関するやりとり、船のチャーター、船の

オーナーとのやりとり、穀物のブローカーとのやりとり、等々、いろいろと難しい仕事も任せら

れるようになり、やり甲斐もあったという。 

                                                  
13職務充実（ジョブ・エンリッチメント）とは、仕事のやり方、進め方などの要素を盛り込み、職務の内

容をいわば垂直的に充実させることが、動機づけを促進するという、Herzberg〔1966〕が提唱したモチベ

ーション理論である。 
14丸紅は、伝統ある総合商社であることから、いち早くグローバル人材の育成に取り組み、また、日本経

済団体連合会「女性の活躍支援・推進に関する企業の取り組み事例集」（2013）で取り上げられるなど、女

性の活躍推進においてもトップレベルの企業である。 
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 そうした、いわば総合職的な仕事を十分こなせるのが認められ、2011 年に、当時の上司から

総合職への転換を薦められる。当初は迷ったそうだが、総合職への転換を決めた理由について、

石塚氏は次のように述べている。「上司から総合職になってみないかと言われて、評価していた

だいているという意味で、嬉しかったですけど、ただ、できるかどうかは不安でしたので、はじ

めは断っていたんです。営業の総合職ですと、予算を持たされ、年間利益を達成するために、が

んばらなければいけないわけで、そういうのが大変ですし。ただ、そういう仕事をかじったこと

もありましたので、できるかなとも思って。長く会社にいましたし、新しいことにチャレンジし

てもいいのではということで、総合職への転換を決めました」。 

 2011 年に総合職に転換してから１年間は、東京でジュニア・トレーダー的な仕事に携わるが、

あまり自分には向かないと感じ、上司に相談したところ、しばらくしてシンガポールへの駐在を

打診された。打診されてからしばらくは悩みつづけたそうだが、ただ、シンガポールには出張で

何回か行っていたので、働く環境もおおよそ分かっており、特に東京とかわらないのではと思い、

駐在を決意したという。そして、2012 年４月から現在のマルベニ・グレイン・アンド・オイル

シーズ・トレーディングへ出向している。 

 

（２）田中直子氏の初期キャリア形成 

～物流コンプライアンス分野での職務充実と海外赴任による両立促進 

 シンガポールに拠点を置く某大手総合商社の現地法人は15、日本から出向している駐在員と、

現地採用（ローカル）の社員から構成されている。ローカル社員は、駐在員の倍以上であり、ま

た、女性がその半数強を占めている。ローカル社員の登用も進んでいるが、シンガポールでは一

般に、転職率が非常に高いので、優秀な人材の採用、定着に苦労しているという。 

 そのなかにあって、日本の女性はどのように活躍しているのだろうか。同社ロジスティックス

マネジメント部門にマネージャーとして出向してちょうど２年になるという田中直子氏（仮名）

は、現在（取材時）、産休中のため、日本の本社付けとなっているが、夫が別会社でシンガポー

ルに駐在しているため、その駐在員の配偶者という立場でシンガポールで生活している。およそ

１ヶ月前に出産し、２カ月後には復帰できる予定だという。シンガポールの女性並みのスピード

で復帰ができるのは、託児所が会社のすぐ近くにあり、また、会社の理解があることも大きいと

いう。 

 田中氏は、2003 年に総合職として新卒で入社し、最初は別の部署に配属されていたが、ちょ

うど異動のタイミングに、自分のキャリアを考えて、自らの専門性を高めたいと、ロジスティッ

クスマネジメント部を希望し、それが叶って同部へ異動している。 

 同部は、物流コンプライアンス面で営業を支援する部署である。物流コンプライアンス面での

税関のトラブル対応や、FTA（自由貿易協定）締結により社内にどのような影響があるかといっ

た調査を行うなど、希望通り、エキスパートとしてのキャリアを積んでいる。会社もそれを後押

                                                  
15同社は、伝統ある総合商社であることから、いち早くグローバル人材の育成に取り組み、また近年は、

女性の活躍推進にも大いに力を入れている。 
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しする形で、田中氏をアメリカに半年間派遣している。物流を専門にしている弁護士事務所で仕

事をしながら、アンチ・ダンピング制度などの専門的知識を習得させるというのが派遣の目的だ

ったようである。 

 

（３）橋本美月氏の初期キャリア形成 

    ～現地法人の社長に抜擢 

シンガポールで社長として活躍している日本の女性もいる。資生堂シンガポールの社長を務め

る橋本美月氏もその一人である。資生堂が海外法人の社長に女性を据えるのは、はじめてのこと

である16。 

橋本氏は、子供の頃にシンガポールで過ごした経験もあり、また、大学ではスペイン語を専攻

していたこともあってか、1997 年に新卒で資生堂に入社するとすぐに、国際部に配属された。

そして３年後には、パリに拠点を置くヨーロッパ地域本社に異動し、パリに駐在している。そこ

で、主にスペイン市場を担当しながら、ヨーロッパ市場におけるブランドマーケティング、オペ

レーションにも携わった。 

 パリには、３年ほど駐在していたが、日本に戻ってからもしばらくは、地区担当としてスペイ

ン市場をメインに、その他の欧州市場の本社リエゾンとして経営管理、マーケティングオペレー

ションサポートを担っていた。ただ、スペイン担当もすでに足かけ９年と長くなり、馴れ合いの

ようになってきていると感じたため、当時の上司に相談し、同社が手掛け始めた免税ビジネスに

興味があると伝えたところ、３カ月後くらいに、そのビジネスを手掛ける部門に異動となってい

る。 

 そこで５年間ほど過ごした後、シンガポールへの赴任を打診された。ただ、アジアにはほとん

ど関わったことはなく、また、管理職としての経験もないことから、自分にはできないと断った

が、説得され、決意したという。 

 

３－３．海外就業を通じてのキャリア開発 

 

（１）石塚素子氏のグローバル・キャリア形成 

    ～異文化間コミュニケーション能力の発揮 

 マルベニ・グレイン・アンド・オイルシーズ・トレーディングは、東南アジアの国々に穀物を

販売する、丸紅の 100％事業会社であるが、そこで石塚氏は、ゼネラル・マネージャーとして、

人事、総務、決算、取引管理などを担っている。直属の部下は４人で、現地採用のシンガポール

人と日本人からなっている。ただ、これまで部下を持った経験がなく、また、相手がシンガポー

ル人となると、文化や風習も異なるため、いろいろと大変なことも多いようである。 

                                                  
16資生堂は、2013 年 10 月 1 日現在、89 もの国と地域で海外展開しているグローバル企業であり、2013
年に『日経 WOMAN』実施の「企業の女性活用度調査」で総合ランキング２位になるなど、女性の活躍推

進においてもトップレベルの企業である。 
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 石塚氏は、その状況について、こう述べている。「驚いたことは、こちらの人って、何でも思

ったことをすぐに口に出して言うんです。部下であっても、納得しないとやってくれません。日

本人だったら、これは必要なんだから、とにかくやってほしいと言ったら、たいていの人はやり

ますよね。でも、こちらの人だと、なんで必要なのかまで説明しなければいけないんです。あと、

些細なことでも、何か気にかかることとか、不満とかを、日本人だったら、だいぶ溜まってから

言いますけど、こちらの人って、毎日のように言うんです。ですので、常に議論をして、納得し

てもらえるようにしています」。 

 なにかと苦労も多いようであるが、「こちらへ来て、新しいことにチャレンジしたということ

ではちょっとした満足はあります」と石塚氏は言う。当初から思い描いていたキャリアではない

が、自らの努力と上司の理解・サポートにより、現在の活躍があるのだろう。 

 

（２）田中直子氏のグローバル・キャリア形成 

    ～ローカルと本社の仲介役 

 田中氏は、シンガポールではこれまでのさまざまな経験が十分に活かされているという。もち

ろん、シンガポールのやり方にも順応している。例えば、税関とのやりとりについて、こう述べ

ている。「税関と話をしていても、権限が多いからだと思うのですが、日本とは異なりプロジェ

クト的な話にものってくれ、民間企業と話をしているようです。そのかわり、規則については多

少よく知らない場合もありますが」。 

 また、シンガポールでは、組織も小さく、会社の上層部との距離が近いため、コミュニケーシ

ョンがとり易く、会社全体としてのマネジメントが見渡せたり、実際に部下のマネジメントを行

ったりと、多くの貴重な経験ができているとして、こう続けている。「私のポジションはマネー

ジャーです。本来は、課長の下が課長補佐、その下がマネージャーなのですが、日本人駐在員が

課長と私しかいないので、補佐業務がまわってきます。同僚に当たるローカル社員も部下にあた

るローカル社員もいます。ポジションが中途半端なのですが、部下は、『田中さんは自分のボス

だ』と言ってくれるので、嬉しい半面緊張感もあり、しっかりしなければと、大変気をつかって

います。マネージャーとしての自分の一番の仕事は、課長と部下との橋渡し、そして本社と現地

との橋渡しだと思っていますので、日本人だけでかたまらないように、何を考えているのか分か

らないといったことにはならないようにと心がけています」。 

 仕事の進め方においても、できるだけ部下に任せるようにしているという。「仕事はものすご

く速いです。こちらに来た当初は、私は部下を持つ感覚に慣れず振りにくかったのですが、自分

でやるよりもずっと速いです。振って、日本でしたら３日で 80％のものが出てくるところ、こ

ちらだと１日で 50％くらいのものが出てきます。そしてまた指摘をして、直してもらえばいい

ということが分かりましたので、できるだけ振るようにしています。その方が皆の当事者意識も

高まりますし、実際、一生懸命仕事をしてくれています」。 

 田中氏の上司である緑山洋氏（仮名）も、仕事を部下に任せることの大切さについて、こう述

べている。「人事管理の基本は、信頼して任せることだと思います。自分でやった方が速くて楽
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なのですが、人を育てて行くには、任せて、やらせるのが一番です。あとは、褒める。褒めない

と育ちませんね」。 

 田中氏もなるべく褒めるようにしているという。「ちょっとやりすぎじゃないかと思うくらい、

同僚のマネージャーは褒めます。それでもこちらでは、ちょうどいいくらいなようです。それを

見習って、私も毎週、ミーティングで、君たちがいないと成り立たないからといったことを言っ

ています」。 

 シンガポールでは、専門性を高め、また、応用力も身につけるとともに、マネジメントの経験

も積むことができているようである。その経験は、今後のキャリアにおいても大いに活かされて

いくことだろう。 

 

（３）橋本美月氏のグローバル・キャリア形成 

    ～支援型リーダーシップの発揮 

現在、資生堂シンガポールでは、オフィスに約 80 人、美容部員も入れると、総勢約 200 人が

働いている。幹部層は勤続年数が長い人が多いという。ちなみに、日本からの駐在員は橋本氏の

みである。 

橋本氏は、これだけの大所帯のトップであるが、孤軍奮闘するというより、自ら皆の中に入っ

ていこうと、なによりもコミュニケーションを取ることを心がけているという。実際、女性が多

いということもあってか、皆から、以前よりもコミュニケーションが図れるようになったと言わ

れるそうである。 

着任してまずやったことも、幹部、準幹部たちとの対話であった。一人ひとり、一対一で、今

の仕事の内容、これまで何をやってきたか、今の会社の課題は何か、の３つを、皆から聞いたそ

うである。部下の話に真摯に耳を傾ける姿勢に打たれたといこともあってか、いろいろと話して

くれ、それぞれの対話の時間は、予定の１時間をオーバーして、ほとんどが３時間ほどに及んだ

そうである。 

そしてその後は、そこから浮かび上がってきた課題に着々と取り組んでいる。その取り組み方

も、基本的に合議制をとり、合意を得ながら、ものごとを進めているという。橋本氏は、自らの

マネジメント、リーダーシップのスタンスについて、次のように語っている。「私は、ビジネス

の細かいことに対して口を出すつもりはいっさいありません。ベテランの人も多いので、そうい

うことは言わなくても、しっかりやってくれていますので。私の役割は、もっと全体の舵とりと

か、人をどう動かしていくかとかいったことだと思っています」。 

ただ、旧態依然としているところもあったので、そこにはメスを入れているそうである。それ

でも、着任していきなりではなく、半年ほど見守った後、皆の合意を得ながら、進めていったと

いう。また、資生堂らしさ、資生堂の価値観、DNA といったもののより一層の注入にも取り組

んでいるという。 

 「自分は社長なんだから偉いんだぞという感覚はぜんぜんありません。むしろ、今ここにいる

ベテランの人たちの方がシンガポールのマーケットをよく知っているので、私は、いろいろと教
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えてもらうとか、手を借りるというか、という感じでいます。ですから私は、そうした人たちが

長くここにいるからこそ気づかないこととかを、気づかせることで貢献していけたらと思ってい

ます。本社とのパイプもありますし、ヨーロッパにいた経験なども活かしながら、今までと違う

視点を提供していきたいですね」。 

 橋本氏自身、意思決定のタイミングが遅れてしまったことがあったりと、いろいろと反省点も

あるようだが、皆とともに会社をよくしよう務め、それが形になってきているという自信が、あ

らわれている言葉である。 

 なお、本章で紹介した女性たちのポイントをまとめると、表３－１のようになる。 

 

表３－１ 女性の海外就業事例のポイント 

 
 

３－４．グローバル化に不可欠なローカル社員の育成 

 

（１）大和証券キャピタル・マーケッツシンガポールの事例 

ローカル社員の育成、登用について、まず、大和証券キャピタル・マーケッツシンガポールの

事例を紹介しよう。 

同社は、大和証券グループ本社の海外拠点のひとつである17。現在、130 人弱の社員がいるが、

このうち 14 人が駐在員で、あとはローカル社員である。駐在員は、現在はたまたま全員男性で

あるが、女性がいたこともある。ちなみに、現在、大和証券グループ本社の常務執行役員で、大

和証券キャピタル・マーケッツアメリカホールディングスの会長を兼務している田代桂子氏は、

                                                  
17大和証券グループ本社は、ニューヨーク、ロンドン、シンガポール、上海などに海外拠点を持つグロー

バル金融グループであり、2013 年に『日経 WOMAN』実施の「企業の女性活用度調査」で総合ランキン

グ７位、同調査「女性活用度」部門ランキング１位になるなど、女性の活躍推進においてもトップレベル

である。 
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かつてシンガポールに駐在していたという。 

大和証券キャピタル・マーケッツシンガポール全体の女性比率は 60％近くにのぼっている。

ローカル社員の登用にも積極的で、女性の管理職も多くいる。バック・オフィス、リーガル・コ

ンプライアンス、財務のヘッドも女性が務めている。 

ローカル社員の登用に積極的な理由について、同社社長（CEO）の柳沢志向氏は次のように

述べている。「これは世界共通の傾向ですが、コーポレート・ガバナンスの重要性がますます高

まっています。金融当局もそうした姿勢を示しています。そうしたなかにあって、何年かでまた

異動してしまう日本人の駐在員では、リスクが高いというか、限界があるんです。自分でやって

いてわかるのですが。ですので、こちらのルール、慣習などを熟知しているプロの管理職が欠か

せないんです」。 

 

（２）アジア住友商事の事例 

 アジア住友商事は、住友商事のアジアにおける地域統括会社で、本社をシンガポールに置いて

いる18。現在、たまたま日本からの派遣員（同社では駐在員のことをこう呼んでいる）に女性は

いないが、ローカル社員の登用が進んでおり、女性も大いに活躍しているという。 

 シンガポールの本社には、計 226 人（2013 年３月現在）の社員が在籍している。内訳として

は、住友商事からの派遣員が 41 人、ローカル社員が 178 人となっている。その他に、トレーニ

ー（住友商事における研修の一環として、若手社員を短期で海外派遣する制度）が７人、契約社

員が 10 人前後いる。トレーニーの内、１人は女性で、また、ローカル社員はおおよそ６割が女

性だという。日本人のローカル社員も５人おり、うち３人が女性だという。 

 現在、ローカル社員で最高位は人事担当部長のラム・クン・セン氏他５名であるが、その他に

も、多くの社員が管理職に就いている。またその内、女性の割合は、管理部門、営業部門共にお

およそ 25％にのぼる。アジア住友商事総務部長兼人事部副部長兼経営企画部副部長の高橋勇氏

は、「日本と比べると非常に高い比率ですが、こちらでは当たり前のように受けとめられていま

す」と言う。 

 管理職に就いている女性のローカル社員について、同社経営企画部長の大野茂樹氏は、次のよ

うに述べている。「管理職として中途採用した女性もいますが、いわゆるプロモーションといい

ますか、選抜を経て、管理職に登用した女性もいます。皆、それなりの実力はありますので、一

緒に仕事をしていてもぜんぜん違和感はないですね」。 

 ただ、これは同社にかぎったことではないが、シンガポールでは離職率が高いので、せっかく

新卒で採用しても、昇進する前に辞めてしまうケースも多いという。それでもここ数年は、新卒

を毎年９人前後採用しているそうである。その状況について、高橋氏は次のように述べている。

「シンガポールでは、大学を卒業して、会社に入っても、だいたい 10 年間で２回から３回、キ

ャリアをかえるというのが当たり前ですから、若手層の離職率はやはり高いですね。ですので、

                                                  
18住友商事は、伝統ある総合商社であることから、いち早くグローバル人材の育成に取り組み、また近年

は、女性の活躍推進にも大いに力を入れている。 
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若い人を採っても、せっかく仕事を教えて、覚えた頃には辞められてしまいますが、それを前提

に、いる間に活躍してもらうという割り切りがないとダメなんです。日本と同じように、ほぼ終

身雇用で働いてくれということで人材管理をしていたら回らないですから、そのあたりは工夫し

ています」。 

 その工夫のひとつとして、「われわれはこのシンガポールだけで運営しているのではなく、ア

ジア全体を束ねて、グループとしてビジネスをやっておりますので、アジア住友商事グループと

しての一体感をいかに醸成していくのか」に取り組んでいると、高橋氏は語っている。その背景

には、すでにダイバーシティは十分進んでいるということがあるとも語っている。 

 一体感を醸成するためのひとつの方策として、2013 年４月から、アジア全体で共通の人材育

成制度を導入している。アジア住友商事グループとして必要な標準スキル、マネジメント、リー

ダーシップなどをアジア全体で統一のプログラムで運営していくという。これから３年間くらい

かけて、アジア住友商事グループで働いている社員ほぼ全員をシンガポールに招いて、集合研修

を実施する予定だという。住友商事は従来から「研修商社」と呼ばれるほど、研修に力を入れて

いるが、その DNA がここでも活かされているようである。 

DNA を受け継ぎながらも、新しい環境で、触れ合い、学び合い、助け合うことを通じて、新

しいチャレンジをしていこうとしている。それはきっと、住友商事における、女性の活躍推進、

ダイバーシティの推進にとっても、大いに貢献していくことだろう。 

 

 

 

４．女性自らが切り拓くグローバル・キャリア発達の事例 

 

 それまで日本で就労していた企業を退職し、新たに海外の企業に転職したり、海外で起業した

りする女性も増えている。 

本章では、シンガポールの企業への転職や起業を行うことにより、キャリアアップを図ってい

る女性を紹介する。転職あるいは起業した女性は、どのような経緯で現在に至っているのだろう

か。また、シンガポールで働くなかで、どのような困難に直面し、それをどのように克服してい

るのだろうか。そしてそれらを通じて、どのような専門能力、リーダーシップを身に付けている

のだろうか。 

なお、取り上げているそれぞれの事例は、シンガポールでの転職あるいは起業により、グロー

バル人材、グローバル・エキスパート、グローバル・リーダーとして活躍している女性について

のものである。 
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４－１．グローバル人材への成長：安藤由希氏の事例 

～グローバル・マインドセットでチャレンジ 

 

これから紹介する女性たちは皆、すでに海外就業以前に、自らグローバル・マインドセットを

行っていたと考えられる。仕事を行う場をなにも日本に限定する必然性はない。広く海外へ眼を

向ければ、より多様な活躍の場が存在している。そうした意識が、彼女たちを海外での転職ある

いは起業へと向かわせたのだろう。 

某人材育成コンサルティング会社のアジア支社に勤務する安藤由希氏（仮名）は19、シンガポ

ールで同社に現地採用された女性である。安藤氏は、大学卒業後、新卒で外資系大手 IT コンサ

ルティング会社に入社し、IT コンサルタントとして官公庁向けの戦略立案に携わっていた。仕

事は厳しく大変であったが、一緒に働いている人たちのレベルやコミットメントが高く、とても

やり甲斐があったという。３年間勤めたが、非常に勉強になり、成長できたとも振り返っている。 

 にもかかわらず、退職したのは、どうしてもシンガポールで働きたかったからだという。以前

の会社でも海外で働く機会はあったが、望めばすぐ行けるともかぎらなかったので、待ってはい

られないという気持ちが強かったようである。 

 どうしてそれほどまでシンガポールで働きたくなったかというと、以前の会社で入社３年目に

派遣された海外研修がきっかけになったという。クアラルンプールで２週間ほど、全世界、多く

はアジアから、グループ会社の若手社員が派遣され、寝食をともにしたが、その体験が非常に刺

激的で、そうしたさまざまな多文化、多民族からなる環境に身を置きたいという気持ちが一気に

高まったのだそうである。 

 シンガポールが気に入ったのは、その研修で仲良くなった人たちが多かったのと、まさに、多

文化、多民族で、しかも、英語圏で治安もよく、また、発展著しいというところにあったという。 

 そこで、まだ転職先が決まる前に会社を辞め、その後、本格的に就職活動をして、現在の会社

に決まったそうである。同社は、国内外における研修の企画・運営・実施を手掛けている某人材

育成コンサルティング会社における海外拠点のひとつで、シンガポールにオフィスを構えている。 

同社に入社してまだ半年ほどだが、人数も少ないということもあり、貴重な戦力になっている。

現在は主に営業を担当しているが、案件によっては、顧客と相談しながら、研修のプランニング、

講師の選定、交渉なども行っている。 

安藤氏は現在の心境をこう語っている。「シンガポールへ来て、すごくよかったと感じていま

す。いろんな人種がいて、いろんな人との出会いがあって、いろんな価値観にふれて、そういう

環境に身をおけているというのが一番うれしいです。まだ英語が足りないので、もっと修行しな

ければと思っています」。 

受け身ではなく、自らの意志と力で、道を切り開いている。グローバル人材として欠かせない

姿勢であろう。 

                                                  
19安藤氏の事例は、グローバル・マインドセットをもち海外就業にチャレンジした若手女性のロールモデ

ルのひとつとして取り上げている。 
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４－２．グローバル・エキスパートへの成長：山田雪乃氏の事例 

～海外経験で専門性に付加価値、育児環境の好転で両立促進 

 

 先に紹介したように、大和証券キャピタル・マーケッツシンガポールでは、ローカル社員の育

成、登用が進んでいる。そしてそのローカル社員のなかには、日本人の女性もいる。 

投資アナリスト兼ディレクターの山田雪乃氏は20、前職は大和総研で投資アナリストをしてい

たが、家庭の事情でシンガポールへ移らなければならなくなったため、同社を退職し、大和証券

キャピタル・マーケッツシンガポールに現地採用されている。 

 こちらに来ても、仕事の内容はほとんどかわらないそうだが、それでも、メリットとデメリッ

トがあるという。 

デメリットついて、山田氏は次のように述べている。「東京ですと、すべてのことが同じフロ

アで完結していたものが、こちらですと、アジア・パシフィックの各拠点と分担しています。以

前は、インドにいる人にレポートをチェックしてもらって、香港にいる人に登録してもらってい

ましたので、時差もありますし、一番悩ましかったのが、祝日ですね。読む人は東京の投資家で

すので、それにあわせて、本当にいいタイミングで出したくても、出せなくなってしまいます。

東京ですと、早ければ、２、３時間で登録できたのに。ですので、なるべく連絡を密にとるよう

にしています」。 

 メリットについてはどうなのだろうか。「シンガポールへ来てよかったことは、まず、私はア

ジアをはじめ海外が専門ですので、リサーチする上で、生の情報に近いということです。そのた

め、投資家の方も、日本でデータを見て書いているアナリストの記事より、私の記事にアクセス

していただけるというのもありますし、日本に帰って話しをしても、聞いていただけます。それ

と、シンガポールには優秀な人材が集まってきていますので、そういう方とお話しをする機会が

多いのも、嬉しいですね。日本ですと、とかく、部内や社内で固まりがちですが、こちらですと、

他の日系企業ともオフィスが近いので、ネットワークを築きやすいんです。オフィシャルに企業

訪問もするのですが、そうでなくとも、例えば、ちょっと関心のある日系企業の方とばったり会

って、立ち話をするということもありますし。でも、それがすごくためになる情報だったりする

こともあるんです。シンガポールは非常に情報が集まりやすいので、助かっています」。 

 山田氏には小学生の子供が２人いる。東京では、子育てとの両立が大変だったようだが、こち

らでは、メイドを雇っていることもあり、思う存分、仕事に集中できているという。 

 

 

 

 

                                                  
20山田氏の事例は、海外就業を通じて専門性に磨きをかけている女性のロールモデルのひとつとして取り

上げている。 
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４－３．グローバル・リーダーへの成長：齋藤真帆氏の事例 

～起業家としてグローバル・マインドセットの開花、対人関係構築能力の優位性 

 

シンガポールで起業し、活躍している日本の女性もいる。イベント、展示会の企画運営会社で

あるヴィヴィッド・クリエーションズ（Vivid Creations）で CEO を務める齋藤真帆氏もその一

人である21。 

齋藤氏は、2002 年に新卒で某出版社に入社し、以来、販売部で営業等の仕事を行っていたが、

希望の編集の仕事ではなかった。その希望もやがて叶うという確証もなく、かといって、本当に

それがやりたいかということにも疑問を感じるようになり、退職するに至っている。 

退職後は、派遣社員としてまったく異なる業種の企業で働きながら、就職活動をしていた。そ

んな折、もともと英語が好きで、短期留学経験もあってか、再び海外に興味を抱くようになり、

就職するなら日本でなくてもよいのではと感じるようになったという。 

そして、ネットで就職先を検索していたら、シンガポールの某日系物流会社がヒットし、そこ

に応募したところ、面接などを経て、ほどなく決まったという。その会社では主に、マーケティ

ング・リサーチに携わっていたが、ずっとその会社で働きつづけるのか、他にやりたいことはな

いのかと自問自答するようになり、起業を決意する。シンガポールでは、起業する人が多く、実

際、起業がしやすかったことも、その決意を促していたという。 

会社を設立した 2008 年からしばらくの間は、一人で切り盛りしていた。やがて仕事が軌道に

乗り出すと、それに対応できるよう、人員を増やし、現在は齋藤氏を含めた日本人６人とシンガ

ポール人２人の計８人となっている。 

 イベント、展示会の企画運営会社を設立したのは、大学時代に、アルバイトなどでそうした仕

事に携わったことがあり、また、その業界をはじめ、マスコミ関係の人などともコネクションが

あったからだという。もちろん、そうした仕事が好きであり、自分の好きな仕事をしたいという

のが一番大きかったそうである。 

 現在、シンガポールでは、多くのさまざまなイベント、展示会が開催されるようになっている。

ただ、齋藤氏から見ると、物足りないところが少なからずあるという。「派手で分かりやすいん

ですけど、なにかこうひねりがないというか。もっとこうしたら面白いのにとか、勝手に自分で

想像してしまって。シンガポールは新しい国ですし、アートとかクリエイティブなこととかが弱

いんです。日本はそこらへん素晴らしいじゃないですか。海外にでると気づくんですよ。日本っ

てなんて素敵な国なんだろうって。日本とつながっていたい気持ちも強くなっています」。 

そうした思いから、イベント、展示会の企画運営において、日本とシンガポールをつなげるよ

うな取り組みも行うようになっているという。「実際、日本にはシンガポールに興味を持ってい

る人が多く、また、シンガポールには先進国のアイデアを貪欲に取り込みたいと思っている人が

多いんです。だけど、両者をマッチングする人はいませんでしたので、私たちがこの人たちの受

け皿になって、もっと交流が生まれるようにしていきたいですね」。 

                                                  
21齋藤氏の事例は、海外で起業した若手女性のロールモデルのひとつとして取り上げている。 
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落語、歌舞伎、オペラ、ジャズ、アニメ系ソングなどといったイベントから、最近では、日本

の旅行会社や自治体のキャンペーンなども手掛けている。そこでは、ただ受け皿になるだけでな

く、企画運営において、自分たちも積極的にアイデアを出しているという。またそのために、自

社のスタッフからも積極的にアイデアを出すよう仕向けているという。「うちのスタッフはすご

く働いてくれています。皆、強いですし。特に女性は強いですね。自己主張とかもしっかりしま

すよ。真帆さん、こうしてください、こうやらせてほしい、って。意欲的だからこそですよね。

でも、私は意見を言ってくれというタイプなので、自信があるんだったら、やってみて、と言っ

て、やってもらっています。皆、素晴らしい人なんです」。 

 シンガポールでは、若い女性だからといって、不利な目にあったことはこれまでなかったとい

う。日本よりもむしろ、女性が起業しやすい環境にあると考えられる。そのなか、齋藤氏は、よ

り広い交流を求めて、アジアで起業した日本人のネットワーキングに積極的に取り組んだり、シ

ンガポールも含めてアジア全域で活躍する日本人の女性起業家のコミュニティにも深いかかわ

りを持つようになってきているという。 

 なお、本章で紹介した女性たちのポイントをまとめると、表４－１のようになる。 

 

表４－１ 女性の海外転職・起業事例のポイント 

 

 

 

 

５．結論 

 

以上、本稿では、女性の活躍推進において企業のグローバル化と海外での就業体験がいかなる

影響を及ぼしているかについて、企業および個人の事例研究を中心に、その実態の解明を試みて
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きた。 

 グローバル化を進めている日本企業の多くは、社員の能力開発、キャリア形成を行う上で、海

外への異動やジョブ・ローテーションを重視するようになっている。差はあるものの、男性ばか

りでなく女性に対しても、そうした傾向が見られる。 

企業が今後ますますグローバル化を図るには、以下の点を達成する必要がある。 

まず、海外就業とそこでのマネジメント経験を人事戦略の重要な一施策として位置づける。そ

こにおいては、男性と同等に、女性に対しても門戸を開く。同時に、そのための制度、施策、そ

れらを運営するのに適した体制、風土なども整える。 

 ただし、「家父長制的」な家庭環境が依然として残存しているもとでは、海外就業にあたって、

女性には男性以上に、本人の適性、意向、事情などに配慮する必要がある。 

 もっとも、海外赴任は、キャリア開発と子育てを両立させるための、ひとつの有力な手段とも

なりえる。海外といってもさまざまだが、例えばシンガポールのように、子育てをしながら女性

が活躍できる制度、施策、それらを支える文化、環境などが整っている国でなら、日本よりも仕

事と子育ての両立が図りやすい。企業としても、そうした国での方が支援しやすい。しかも、海

外就業とそこでのマネジメント経験は、キャリア開発においてもプラスになるはずである。 

 もちろん、夫には夫の仕事があるのだから、一緒に赴くのは難しいだろう。それでも一緒にと

なれば、夫が退職するしかないだろう。ダイバーシティのもとでは、そうした選択肢があってし

かるべきである。 

 企業は有能な人材を失いたくないのであれば、ある程度、本人の希望で異動できるようにする

べきである。現に、そうした制度、施策を設けている企業もある。例えば、某大手総合商社の現

地法人でマネージャーを務める田中氏の夫は、別の企業に勤務しているが、実は、田中氏がシン

ガポールへ赴任することが決まったため、自分もそこへの異動を打診したところ、それが認めら

れたのだという。これには、逆のケースも考えられよう。つまり、夫の海外赴任にともない、妻

も同じ地域への異動を希望し、認められるケースである。 

退職して妻と一緒に海外へ赴いたとしても、夫はそこで転職するのもよいだろう。それにより、

夫もグローバル人材としてキャリア開発を図ることができるのである。これにも、逆のケースが

考えられよう。つまり、夫の海外赴任により、退職した妻がその赴任先で転職するケースである。

大和証券キャピタル・マーケッツシンガポールの山田氏はまさにこのケースである。山田氏は、

同社への転職により、キャリア開発と子育ての両立に成功している。 

 もっとも、グローバル人材、グローバル・リーダーへと成長していこうというのであれば、女

性自身も、第２章で見た、持ち前の、一般業務スキル、業務遂行能力、マネジメント能力、ビジ

ネス開発力を更に磨き、努力していかなければならない。本稿で紹介した、シンガポールで働く

日本の女性たちも概して、これらのスキル・能力を磨き、大いに活躍している。受け身では、ダ

イバーシティ、グローバル環境で活躍することは難しいだろう。 

一般業務スキルでは、主に、語学力、コミュニケーション力が求められているが、例えば、マ

ルベニ・グレイン・アンド・オイルシーズ・トレーディングの石塚氏は、得意の英語力を活かし
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て、入社当初から意欲的に仕事に取り組み、成果をあげてきた。またその過程で、チャレンジし

たい仕事を見出し、上司などに自らの希望を伝えてもきた。だからこそ、より難易度の高い仕事

を任されたり、異動を認められたり、総合職への転換を薦められたり、果ては、海外赴任を命ぜ

られたりもしたのだろう。総合職への転換、海外赴任などにおいては迷うこともあったようであ

るが、それでも前向きにチャレンジしてきたのである。 

業務遂行能力は外国人とチームで働くことを意味しているが、例えば、大和証券キャピタル・

マーケッツシンガポールの山田氏は、レポートをよいタイミングでリリースできるように、原稿

のチェック、登録などを担当する人たちとなるべく連絡を密にとるようにしている。 

マネジメント能力についてはどうだろうか。このなかの、外国人部下の管理・育成に関しては、

例えば、資生堂シンガポールの橋本氏は、現地のことに精通しているローカル社員から、「いろ

いろと教えてもらうとか、手を借りる」一方で、「そうした人たちが長くここにいるからこそ気

づかないこととかを、気づかせることで貢献していけたら」と語っている。部下に対して、しっ

かりと説明したり、意見を取り入れたり、仕事を任せたりしながら、マネジメントを行っている

のである。そこでは、文化、価値観の違いがあっても、というより、あるからこそなお、組織と

しての力を高めることができてもいる。 

マネジメント能力のなかの、海外拠点の管理・日本本社との連携に関してはどうだろうか。例

えば、某大手総合商社の現地法人でマネージャーを務める田中氏は、自ら積極的に、課長と部下

との橋渡し、そして本社と現地との橋渡しを行っている。 

ビジネス開発力に関しては、例えば、ヴィヴィッド・クリエーションズの齋藤氏は、シンガポ

ールで起業し、イベント、展示会の企画運営をゼロから始めている。また、さまざまな人たちを

マッチングし、ビジネスにつなげている。 

 

 
図５－１ 女性のグローバル人材化、グローバル・リーダー化を実現させるポイント 
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以上のグローバル人材、グローバル・リーダーの要件、および、それを開発するための、女性

自身の取り組みと企業による取り組みの関係を示すと、図５－１のようになる。 

グローバル化の到来により、もはや過去の成功体験は通用しなくなっている。そこからは、新

しい知は生まれてこない。それを生み出していくには、皆が、一般業務スキル、業務遂行能力、

マネジメント能力、ビジネス開発力を発揮し合っていかなければならない。 

男性だけで、日本人だけで固まっていては、ダイバーシティに反することになる。もっとも、

ダイバーシティは、性別、国籍だけではない。表層的にも深層的にも、もっとさまざまな種類が

ある。それらに目を向け、皆が個性を育みながら、それぞれの違いから学び、自分の得意とする

ところを発揮し合っていくことこそが、ダイバーシティ、そしてグローバル化ならではの強みと

なるはずである。 

最後に、日本企業における女性の活躍推進をより効果的に支援するための政策として、以下の

２点を提案したい。 

海外展開をする企業として、従業員の海外赴任は必須であり、従来それは男性中心に行われて

きた。そうした海外赴任によるキャリア発達の機会を女性にも応分に開放する。これがひとつの

点である。 

 ただし女性の場合、仕事と育児の両立が問題になるが、その時期に海外へ赴任するという選択

肢を企業として提供する。これがもうひとつの点である。 

日本で両立を図るよりも、両立支援の文化とインフラがあり、女性が大いに活躍している国（地

域）へ赴任させた方が、かえって女性の就業継続と能力発揮を促進できる場合がある。したがっ

て、子育て期の若年女性に対しては、海外赴任の候補者から外すのではなく、そうした国（地域）

への赴任の可能性を積極的に模索することが有効であるとの認識を持つべきである。もちろん、

赴任先、時期、期間については、個々人の状況を踏まえ適用する必要がある。 

若年女性のみならず、そうした国（地域）への赴任者は、異文化での就業体験の蓄積を通じて、

グローバル人材として成長していく可能性が高い。また、日本に戻った際には、そこで身につけ

た新しい価値観、働き方を組織に注入し、ダイバーシティの推進にも寄与していくことが期待さ

れる。 

 したがって企業は、従来の常識にとらわれず、男女とも公平に海外赴任の機会を提供すること

で、人材育成とダイバーシティ推進のきっかけとするべきである。 

また、それを実現している企業は女性の活躍推進に積極的なグローバル企業であるとして、称

賛される枠組みをつくるよう、政府に要望したい。 
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